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事例名 中小河川における避難勧告等の発令基準の設定 機関名 津市、伊勢市、豊明市 

 
【制度の概要・取組ポイント】 

「避難勧告等に関するガイドライン」（平成 29年 1月内閣府）では、市町村において、①洪水災害に備

え、河川水位・雨量等の定量的な数字などに基づき、避難行動が必要な地域を示して、避難勧告等の発令

基準の設定が必要である旨、②大河川（洪水予報河川、水位周知河川）以外のその他の中小河川について

も、国・都道府県からの助言も踏まえ、それぞれの河川特性等に応じて避難勧告等の発令対象とすること

を検討する旨を指摘している。 

また、平成 29年 7月九州北部豪雨災害を踏まえ、政府が平成 30年 6月に修正した防災基本計画におい

て、市町村は、中小河川についても、具体的な避難勧告等の発令基準を定めるように追記されている。 

平成 30 年 7 月豪雨では、岐阜県関市を流れる中小河川の津保川には水位計が設置されていたものの、

同水位計の水位に基づく避難勧告等の発令基準は設定されておらず、避難指示（緊急）が発令されたのが

氾濫後であったと報道（平成 30 年 7月 11日付け読売新聞ほか）されている。 

今回、調査対象とした津市、伊勢市及び豊明市では、中小河川の氾濫等の洪水災害に備え、独自に避難

勧告等の発令基準を設定している。また、津市及び伊勢市においては、いずれも、平成 29年台風第 21号

の際に、設定した基準に基づき、実際に中小河川に関する避難勧告等を発令している。 
【説明】 

１ 津市の取組 

 (1) 中小河川における避難勧告等の発令基準の設定 

    津市は、平成 27年 5月、市内の中小河川の 15河川を対象に、独自に設定した基準を定めた「中小

河川における避難勧告等の判断・伝達マニュアル」を作成している。（図表１参照） 

 

  図表 1 津市が避難勧告等の発令基準を定めた 15中小河川の一覧 

 （注）津市の資料による。 
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津市は、中小河川における避難勧告等の発令基準の設定に当たって、図表 2のとおり、①過去の記

録、地域の高齢者等を調査、②地域住民、自治会長、消防団等への聞き取り、③基準点の目視化等を

実施している。 

 
図表 2 津市における中小河川の発令基準の設定に当たって考慮したポイント 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

（注）津市の資料による。 

 

 
 

 
津市が設定した基準は、図表 3のとおり、基準となる地点において、橋桁にペイントした水位や

置した水位計の数値に基づき設定されている。 
設
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図表 3 津市の中小河川における避難勧告等の発令基準の設定及び表示例（穴倉川、天神川の例）

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 （注）津市の資料による。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  
    津市は、同マニュアルに基づき、図表 4のとおり、台風等の豪雨により、水位が上昇するおそれ

がある場合に、支所職員等が巡視により設定した基準点の水位を、災害対策本部に報告することに

より、避難勧告等を発令することとしている。 
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図表 4 津市の中小河川における避難勧告等の発令チャート 

 平成 29 年台風第 21 号では、同基準に基づき、中小河川の 
 5 河川で避難勧告等を発令 

  （注）津市の資料による。 

 

 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 (2) 平成 29年における避難勧告等の発令状況 

      津市は、平成 29年台風第 21号（10月 22日）の際に、図表 5のとおり、「中小河川における避難勧

告等の判断・伝達マニュアル」（平成 29年 5月改訂）に基づき、15河川のうち 4河川において、避難

勧告等を発令している。 

 
図表 5 津市の平成 29年台風第 21号（10月 22日）時の中小河川に関する避難勧告等の発令状況 

区分 河川の状況 避難勧告等の発令 

八手俣川 21:00 【TEL】美杉総合支所より八手俣川 21:10 八手俣川の更なる水位上昇が見込まれる

の水位が避難判断水位に到達と連 ため美杉地域の下之川地区の 60世帯 109人

絡あり に対して U避難勧告を発令 

21:43 【TEL】美杉総合支所より八手俣川 21:45 八手俣川の更なる水位上昇が見込まれる

の更なる水位上昇の連絡あり ため美杉地域の下之川地区の 60世帯 109人

に対して U避難指示（緊急）を発令 

谷杣川 22:00 【TEL】久居総合支所より谷杣川の 22:10 谷杣川の更なる水位上昇が見込まれるた

水位上昇の連絡あり め久居地域の榊原地区の一部 127 世帯 263

人に対して U避難準備・高齢者等避難開始を

発令 

佐田川 22:00 【TEL】白山総合支所より佐田川の 22:10 佐田川の更なる水位上昇が見込まれるた

水位上昇の連絡あり め白山地域の倭地区の一部 55世帯 131人に

対して U避難準備・高齢者等避難開始を発令 

大村川 22:35 【TEL】白山総合支所より大村川の 22:40 大村川の更なる水位上昇が見込まれるた

水位が避難判断水位に達したと連 め白山地域の倭地区 298 世帯 725 人に対し

 

絡あり て U避難準備・高齢者等避難開始を発令 

（注）当局の調査結果による。 
 
２ 伊勢市の取組 

(1) 中小河川における避難勧告等の発令基準の設定 

  伊勢市は、過去の洪水災害（平成 16年台風第 21号等）等を踏まえ、中小河川のうち、矢田川及び

汁谷川の 2 河川について、独自に避難勧告等の発令に関する判断地点及び水位を定めて、「避難判断
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伝達マニュアル」（平成 29 年 6月修正版）に記載している。 

 伊勢市は、矢田川について、図表 6のとおり、発令対象地区の避難に関するリードタイム等を踏ま

え、矢田橋に設置した量水標の水位に基づき、避難勧告等の発令基準を定めている。 

  

 
     図表 6 伊勢市における避難勧告等の発令基準の設定状況（矢田川の例） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 （注）伊勢市の「避難判断伝達マニュアル」（平成 29年 6月修正版）から抜粋した。 
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(2) 平成 29年における避難勧告等の発令状況 

  伊勢市は、図表 7のとおり、平成 29年台風第 21号（10月 22 日）の際に、市職員のパトロールの

際に矢田川の水位上昇を確認したとの報告を受け、上記の「避難判断・伝達マニュアル」に基づき、

避難勧告を発令している。 

 

 
図表 7 伊勢市の平成 29年台風第 21 号（10月 22日）時の矢田川に関する避難勧告の発令状況 

発令の理由 市職員の応急復旧、上下水道チームのパトロール時に、矢田川の判断地点であ

（トリガー） る矢田橋において、目視により水位上昇を確認したとの報告あり 

発令時刻・発令対象 18時 10 分に楠部町一部（25世帯 65人）を対象に避難勧告を発令 

避難実績（参考） 楠部町の住民の避難場所（2か所）への避難実績（最大） 

 しごうこども園：1世帯 2人、四郷小学校：13世帯 35人 

（注）当局の調査結果による。 
 

３ 豊明市の取組 

 (1) 中小河川における避難勧告等の発令基準の設定 

   豊明市は、過去に破堤等の外水氾濫により被害を受けた中小河川等の 5河川（若王子川、井堰川、

正戸川、皆瀬川及び天王川）について、図表 8のとおり、独自に避難勧告等の発令に関する判断地点

及び水位を定めて、「避難判断・伝達マニュアル」（平成 29年 6月改訂）に記載している。 

     
  図表 8 豊明市における避難勧告等の発令基準の設定状況（若王子川の例） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（注）豊明市の「避難判断・伝達マニュアル」（平成 29年 6月改訂）から抜粋した。 
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   豊明市は、中小河川の 5河川に定めた避難勧告等の発令に関する判断地点において、それぞれ市独

自にテレメータ式の水位計を設置しており、同水位計の水位情報をインターネット上で公開すること

により、リアルタイムで水位を把握することで、避難勧告等の発令を判断することとしている。(資料

編事例表 65頁参照) 

  
(2) 平成 29年における避難勧告等の発令状況 

   豊明市では、平成 29 年において、基準の水位に達していないことから、中小河川に関する避難勧告

等の発令実績はない。 

 
  

 
 



- 8 - 

 

 
事例名 ため池や内水の氾濫、河川管理施設（排水(ポンプ）機）の 機関名 伊勢市、多治見市、

操作に応じた発令基準の設定 一宮市 

 
【制度の概要・取組ポイント】 

平成 30 年 7 月豪雨では、広島県内で 23 か所のため池の決壊による浸水被害（平成 30 年 8 月現在。広

島県被害報）や、愛媛県内の肘川上流の野村ダム（西予市）と鹿野川ダム（大州市）の下流において浸水

被害が発生したと報道（平成 30 年 7月 30日付け中日新聞ほか）されている。 

 今回、調査対象とした伊勢市及び多治見市では、ため池の氾濫（伊勢市）や内水氾濫（多治見市）に備

えて、避難勧告等の発令基準を設定しているほか、一宮市では河川管理施設である排水(ポンプ）機の停止

操作（排水調整）に基づく避難勧告等の発令基準を設定している。また、3市とも、平成 29年には、これ

ら基準に基づき、実際に避難勧告等を発令している。 
【説明】 

１ 伊勢市の取組 

 (1) ため池における避難勧告等の発令基準の設定 

   伊勢市は、市内の丘に位置する農業用のため池である「二つ池」（西池、東池）において、過去の水

害等を踏まえ、図表 1のとおり、独自に避難勧告等の発令に関する判断地点及び水位並びに発令対象

地区を定めて、「避難判断伝達マニュアル」（平成 29年 6月修正版）に記載している。 
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 図表 1 伊勢市の「二つ池」における避難勧告等の発令基準の設定状況 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （注）伊勢市の「避難判断伝達マニュアル」（平成 29年 6月修正版）から抜粋した。 

 

 
（2）平成 29年における避難勧告等の発令状況 

  伊勢市は、図表 2のとおり、平成 29年台風第 21号（10月 22 日）の際に、現地巡視中の市職員か

ら「二つ池」の水位上昇を確認したとの報告を受け、上記の「避難判断伝達マニュアル」に基づき、

避難勧告を発令している。 
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図表 2  伊勢市の平成 29年台風第 21 号（10月 22日）時の「二つ池」に関する避難勧告の発令状況 
発令の理由 16時 30 分 二つ池の管理委託先の農家組合による状況調査 

（トリガー） 18時 00 分 市職員による現地巡視  

⇒ 水位の上昇を確認して災害対策本部に報告 

発令時刻・発令対象 18時 23 分 黒瀬町の住民（839世帯 1,939人）を対象に避難勧告を発令 

避難実績（参考） 黒瀬町の住民の避難場所（2か所）への避難実績（最大） 

 浜郷小学校：７世帯 14人、いせトピア：76 世帯 224人 

（注）当局の調査結果による。 
 
２ 多治見市の取組 

 (1) 内水氾濫に関する避難勧告等の発令基準の設定 

   多治見市は、平成 29 年度までは、土岐川（洪水予報河川）付近の低地など、地形的に雨水が川に排

出できずに内水による浸水被害が発生する可能性が高い地区が 5地区あったことから、図表 3のとお

り、多治見市避難勧告等の判断・伝達マニュアル」（平成 26 年 12 月）において、道路ガード下の用

水路の水位計の水位、洪水予報河川に設置した排水機場の水位計の水位及び時間雨量の数値を活用

し、5地区ごとに避難勧告等の発令基準として定めていた。 

   なお、同 5地区に関しては、浸水対策（河川改修等）が進み、内水氾濫リスクが軽減したことから、

同マニュアルを見直し、平成 30 年度からは新たな発令基準が設定されている。 

     
 図表 3 多治見市の内水氾濫に関する避難勧告等の発令基準の設定例(「平和町」、「池田町１～４」) 

（注）「多治見市避難勧告等の判断・伝達マニュアル」（平成 26年 12月）から抜粋した。 
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(2) 平成 29年における避難勧告等の発令状況 

  多治見市は、図表 4のとおり、平成 29年 8月 18日の集中豪雨の際に、排水機場等を管理する市浄

化センター職員からの水位情報の報告を受け、上記の「多治見市避難勧告等の判断・伝達マニュアル」

に基づき、3地区に対して避難勧告等を発令している。 

 

 
図表 4 多治見市の平成 29 年 8月 18 日の豪雨時における内水氾濫に関する避難勧告等の発令状況 

判断基準点の水位状況 避難勧告等の発令 

10:30 【TEL】浄化センターより脇之島排水機 11:05 「平和町」と「池田町 1～4」の 2地区の避難準備･

場外水位が 3.58m、池田町ガード下水位 高齢者等避難開始の発令基準（水位）に達したため、

計水位が 3.43m となったとの報告あり 両地区（801 世帯 1,748人）に対して U避難準備・高

   齢者等避難開始の発令 

11:00 【TEL】浄化センターより脇之島排水機 11:55 「平和町」、「池田町 1～4」及び「田代町・前畑町 1

場外水位が 4.47ｍとなったとの報告あ ～3」の 3地区の避難勧告の発令基準（水位・時間雨

り 量）に達したため、3 地区（1,329 世帯 2,886人）に

 

 

対して U避難勧告を発令 

（注）当局の調査結果による。 

 

 
３ 一宮市の取組 

 (1) 排水(ポンプ）機の排水調整に関する避難勧告等の発令基準の設定 

  ① 排水(ポンプ）機の排水調整 

    県管理である新川・五条川及び日光川については、一宮市を始めとする 20 市町村を流域として

いる。同河川に設置されている排水(ポンプ）機の管理者は、平成 12年の東海豪雨の被害を踏まえ、

河川の越水・壊堤のおそれがある場合の対応として、要綱等に基づき、管理する排水(ポンプ）機の

運転を停止する操作（排水調整）を実施することとされている。（図表 5参照） 

 

図表 5 排水(ポンプ）機の管理者が実施する排水調整の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）愛知県のホームページを基に、当局が作成した。 

平野部の低地では、河川の水位が地盤の高さより高くなると自然な排水が困難となります。そこで降雨

により河川水位が上昇したときは、排水機場にある排水(ポンプ）機で強制的に下水路等の水を汲み上げ、

河川に排水し、皆様がお住まいの地域の浸水被害を防いでいます。しかし、河川の水位が大きく上昇し、堤

防が危険な状態になったときにも排水機を運転し続けると、さらに水位が上昇し堤防から水があふれ最終

的には破提という大惨事を招いてしまいます。そこで考えられたのが排水調整というルールです。 

＜運転調整の流れ図＞ 
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 ② 一宮市の避難勧告等の発令基準の設定 

  一宮市は、排水調整（排水(ポンプ）機の停止操作）が実施された場合には、雨水が排水できずに市

内に浸水被害が発生する可能性があることから、洪水予報河川等の基準観測所の水位に加え、愛知県

(建設事務所)から通知される排水調整に関する水位（排水調整準備水位、排水停止水位。図表 6 参

照。）に基づき、避難勧告等の発令基準を設定している。 

 

    

図表 6 一宮市が避難勧告等の発令基準とする排水調整の水位例（五条川（春日観測所）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）愛知県のホームページによる。 

＜五条川（春日観測所）の排水調整に関する水位＞ 

 

 

(2) 平成 29年における避難勧告等の発令状況 

  一宮市は、図表 7のとおり、平成 29年台風第 21号（10月 22 日）の際に、新川流域の排水調整に

関する水位の通知（排水調整準備水位）等があったことから、設定した基準、雨量予測や時間帯等を

考慮して、五条川流域の新川排水調整対象区域を対象に避難勧告を発令している。 
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図表 7 一宮市の平成 29年台風第 21 号（10月 22日）時の五条川における避難勧告の発令状況 

河川水位の状況 避難勧告等の発令検討状況 

22:00 五条川（上流）の曽野観測所の避難判 22:15 全消防出張所に出動指示、日光川及び五条川、青木

断水位に到達したとの情報あり【一宮 川の水位の巡視を指示 

建設事務所】  

23:00  新川流域の排水調整（停止）準備水位 23:00 災害対策本部員会議開催 

の通知あり【尾張建設事務所】    ・今後の雨量等を考慮して新川排水調整対象区域に

 避難勧告発令を検討 

23:40 五条川の春日観測所の避難判断水位      ・対象区域の避難所開設準備指示、避難広報車人員

に到達したとの情報あり【尾張建設事 確保指示 

務所】 0:00 災害対策本部員会議開催  

      ・新川排水調整対象区域に避難勧告発令を決定 

 0:14 新川排水調整対象区域(15 地区 14,855 人)に対して

U避難勧告を発令 

 （注）当局の調査結果による。 
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事例名 洪水予報河川等の水位を基に、対象地区の細分化や水位の細分化 機関名 鈴鹿市、津市、

による発令基準の設定 伊勢市、豊橋市 

 
【制度の概要・取組ポイント】 

「避難勧告等に関するガイドライン」（平成 29年 1月内閣府）では、市町村の避難勧告等の発令基準の

設定に当たって、洪水予報河川等の「大河川の下流部等では、同一の浸水区域内においても氾濫水の到達

に要する時間に大きな差がある。そのような場合は、到達時間に応じて避難勧告の発令対象地域を徐々に

広げていくという方法も考えられる」と指摘している。 

 今回、調査対象とした鈴鹿市、津市、伊勢市及び豊橋市の 4市では、洪水予報河川等の下流部(河口部）

を有しており、これら洪水予報河川等について、独自に対象地区の細分化や水位を細分化して発令基準を

設定している。また、同 4 市は、設定した基準に基づき、平成 29 年には、実際に洪水予報河川等に関す

る避難勧告等を発令している。 
【説明】 

１ 鈴鹿市の取組 

 (1) 洪水予報河川等における避難勧告等の発令基準の設定 

    鈴鹿市は、平成 26 年台風第 11号の災害対応の検証結果（同年 9月）において、平成 22年 3月に

作成した「鈴鹿市避難勧告等の判断・伝達マニュアル」の見直しが必要とされたことから、27年 4月

に、外部有識者が参加した「鈴鹿市避難勧告等の判断・伝達マニュアルの見直しに関する検討会議」

を開催して、修正方針等に関する意見を聴取の上、同年 6月に同マニュアルを修正している。（図表 1

参照） 

    

 図表 1 鈴鹿市避難勧告等の判断・伝達マニュアルの見直し状況（平成 27年見直し） 

区分 内容 

平成 26年台風第 ○避難指示の発令基準の見直し 

11 号の災害対応 「鈴鹿市避難勧告等の判断・伝達マニュアル」を見直し、「避難準備情報」

の検証結果 (平 「避難勧告」「避難指示」を発令するに当たって、判断基準をより明確化し、危

成 26 年 9 月)に 険の切迫度に応じ、これら避難情報の使い分けを行うとともに、その伝達内容

おける【改善策】 については、災害の種類や規模に応じた避難先や避難経路、避難方法等を市民

の内容（抜粋） に示せるよう、伝達文の内容を見直す。 

検討会議の概要 名 称：鈴鹿市避難勧告等の判断伝達マニュアルの見直しに関する検討会議 

開催日：平成 27年 4月 22日 

出席者：中部地方整備局三重河川国道事務所、鈴鹿警察署、三重県 

(機関) ㈱ケーブルネット鈴鹿、㈱鈴鹿メディアパーク、鈴鹿市     

マニュアルの 

見直しの概要 

 
 （注）当局の調査結果による。 
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   鈴鹿市は、図表 1 の見直しにより、市内の洪水予報河川等 4 河川（平成 30 年 6 月現在は 5 河川）

のうち、3 河川（鈴鹿川、中ノ川及び堀切川）については、図表 2 のとおり、浸水想定区域を複数の

エリアに分けて、それぞれ避難勧告等の発令基準を設定している。 

なお、堀切川（水位周知河川）については、潮位の影響を受けることから、干潮時、満潮時に分け

て基準を定めている。 

 

図表 2 鈴鹿市における避難勧告等の発令基準の設定状況（鈴鹿川（洪水予報河川)の例） 

エリア別の

発令対象地

域 

 
各エリアの

設定水位 

【鈴鹿川】避難勧告等早見表（亀山水位観測所）】 

 
【鈴鹿川】避難勧告等早見表（高岡水位観測所）】 

 
 （注）「鈴鹿市避難勧告等の判断・伝達マニュアル」（平成 29年 9月）から抜粋した。 
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 (2) 平成 29年における避難勧告等の発令状況 

     鈴鹿市は、平成 29年台風第 21 号（10月 22日）の際には、図表 3のとおり、上記(1)のエリア分け

を実施している 3河川（鈴鹿川、中ノ川及び堀切川）のうち、鈴鹿川及び堀切川の 2河川について避

難勧告等を発令している。 

 

 

図表 3 鈴鹿市の平成 29年台風第 21 号時における鈴鹿川及び堀切川に対する避難勧告等の発令実績 

発令区分 河川名 

避難勧告 鈴鹿川（洪水予報河川）の第①エリア 

避難準備・高齢者等避難開始 堀切川（水位周知河川）の第①エリア、 

鈴鹿川（洪水予報河川）の第①及び②③エリア 

  （注）当局の調査結果による。 
 

   鈴鹿市が発令した鈴鹿川（洪水予報河川）に関する避難勧告等の発令状況をみると、図表 4のとお

り、「鈴鹿市避難勧告等の判断・伝達マニュアル」（平成 29 年 9 月）の基準に基づき、各エリアに設

定した水位の到達情報に基づき実施している。 

 

図表 4 鈴鹿市の平成 29年台風第 21 号（10月 22日）時の鈴鹿川に関する避難勧告の発令状況 

河川水位の状況 避難勧告等の発令検討状況 

21:40 鈴鹿川（高岡観測所）の水位 3.62m 21:40 第①エリアの住民を対象に U避難準備・高齢

（鈴鹿川の第①エリアの避難判断水位（3.60m) 者等避難開始を発令 

を超過）  

23:30 鈴鹿川（高岡観測所）の水位 4.43m 23:30 第①エリアの住民を対象に U避難勧告を発

（鈴鹿川の第①エリアの氾濫危険水位（4.40m)、 令 U、第②③エリアの住民を対象に U避難準備・

 

第②③エリアの避難判断水位（4.40m)を超過） 高齢者等避難開始を発令 

（注）当局の調査結果による。 

 

２ 津市の取組 

 (1) 洪水予報河川等における避難勧告等の発令基準の設定 

   津市は、①地域住民が「危険」と思う水位と行政が設定した水位のズレ及び②地域住民が考える危

険と思う地域と避難勧告等を発令する地域とのズレを解消することを目的に、図表 5のとおり、雲出

川（洪水予報河川）及び波瀬川（水位周知河川）を対象として、外部有識者を構成員とする検討会を

立ち上げて検討を行い、「避難誘導・避難情報のあり方の提言」として取りまとめている。 

 

   図表 5 津市の避難のあり方に関する検討会の開催状況 

区分 波瀬川における避難のあり方検討会 雲出川下流における避難のあり方検討会 

構成員 葛葉泰久三重大学大学院教授、川口淳三重大 葛葉泰久三重大学大学院教授、川口淳三重大

学大学院准教授、自治会、消防団、三重県、警 学大学院准教授、自治会、消防団、三重県、警

察署、三重河川国道事務所、津市 察署、三重河川国道事務所、津市、松坂市 

開催実績 第 1回：平成 25年 2月 22日 第 1回：平成 27年 1月 27日 

第 2回：        4月 25日 第 2回：        3月 27日 

第 3回：      7月 8日 第 3回：      7月 9日 

開催結果 「波瀬川における避難誘導・避難情報のあり 「雲出川下流における避難誘導・避難情報の

方の提言」を津市及び三重河川国道事務所に あり方の提言」を津市、松坂市及び三重河川国

提出 道事務所に提出 

 （注）津市の資料を基に、当局が作成した。 

 

  上記の 2 つの提言では、図表 6、7 のとおり、それぞれの河川について、地区を複数に分けて、段階

的に避難勧告等を発令することを求めている。 
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図表 6 提言された波瀬川における避難勧告等の発令基準の設定方法 

波瀬川における段階的な避難勧告等の発令と対象地域 

 

 

 

 

（注）津市の資料による。 
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図表 7 提言された雲出川下流における避難勧告等の発令基準の設定方法 

雲出川下流における段階的な避難勧告等の発令と対象地域 

 

 
 

 

 

（注）津市の資料による。 
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  津市は、上記の 2つの提言を受けて、「津市避難勧告等の判断・伝達マニュアル」において、図表 8の

とおり、波瀬川及び雲出川下流については、対象区域を複数に分けて、段階的に発令することとしてい

る。 

  

  図表 8 津市の波瀬川及び雲出川下流における避難勧告等の発令対象地区 

 

 

注）「津市避難勧告等の判断・伝達マニュアル」（平成 29年 5月改訂）から抜粋した。 （
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(2) 平成 29年における避難勧告等の発令状況 

  津市は、平成 29年台風第 21号（10月 22 日）の際には、図表 9 のとおり、避難勧告等の発令対象

区域を複数に分けて段階的に発令することとした波瀬川及び雲出川下流において、「津市避難勧告等

の判断・伝達マニュアル」の基準に基づき、避難勧告等を発令している。 

 

 

図表 9 津市の平成 29 年台風第 21号（10月 22日）時における 

波瀬川・雲出川下流に関する避難勧告等の発令状況 

河川水位の状況 避難勧告等の発令検討状況 

10:00 波瀬川（下川原橋観測所）の水位 2.21m 10:30 波瀬川（下川原橋）の水位上昇のため一志地域大井

（避難判断水位（2.20m)を超過） 地区、高岡地区、川合地区の 958 世帯 2,280 人に対し

 て U避難準備・高齢者等避難開始を発令 

23:00 雲出川（雲出橋観測所）の水位 5.05m 23:55 雲出川（雲出橋）の更なる水位上昇が見込まれるた

    （避難判断水位（5.0m)を超過） め津地域の高茶屋地区の一部、雲出地区全域、久居地

 域の桃園地区の一部、香良洲地域全域の 5,768 世帯

 13,140 人に対して U避難準備・高齢者等避難開始を発

23:30 波瀬川（下川原橋観測所）の水位 3.41m 令 

(氾濫危険水位 3.40mを超過) 0:13 波瀬川（下川原橋）の水位上昇のため一志地域大井地

 区、高岡地区、川合地区の 958 世帯 2,280 人に対して

 

U避難勧告を発令 

（注）当局の調査結果による。 

 

３ 伊勢市の取組 

 (1) 洪水予報河川における想定最大規模の浸水想定区域を対象とした避難勧告等の発令基準の設定 

伊勢市は、宮川（洪水予報河川。大臣直轄区間）の河川管理者である中部地方整備局三重河川国道

事務所が、宮川の想定最大規模の浸水想定区域を公表したことを踏まえ、平成 29 年 6 月に、同区域

を対象とした発令基準を定めて、伊勢市の「避難判断伝達マニュアル」（平成 29年 6月修正）に記載

している。 

伊勢市は、宮川の想定最大規模の浸水想定区域が広範囲であることから、図表 10 のとおり、左岸

を 2つ、右岸を 5つの計 7ブロックに分けて避難勧告等の発令対象区域を区分している。 
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 図表 10  伊勢市の宮川における避難勧告等の発令対象地域  

浸水エリアが広範囲

であることから、左岸

を２つ、右岸を５つの

ブロックに分け、その

ブロックの危険水位に

基づき、ブロック毎に

避難を呼びかけること

を基本とする。 

(大臣管理区間) 

 

 

（注）伊勢市の「避難判断伝達マニュアル」（平成 29年 6月修正）から抜粋した。 
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  伊勢市は、三重河川国道事務所から提供を受けた宮川の氾濫シミュレーションに関するデータ（想定

最大規模の浸水想定区域の作成時に使用したデータ）等に基づき、図表 11のとおり、7ブロックの地区

ごとに避難勧告等の発令水位を定めている。 

 

図表 11 伊勢市が宮川に設定した 7ブロック(①～⑦)別の避難勧告等の発令水位 

 

（注）伊勢市の「避難判断伝達マニュアル」（平成 29年 6月修正）から抜粋した。 

 
(2) 平成 29年における避難勧告等の発令状況 

伊勢市は、平成 29 年台風第 21 号（10月 22日）の際には、河川の増水及び土砂災害の発生並びに

高潮災害のおそれが高まったとして、18時 55分に、市内全域に避難勧告を発令している。 

その上で、伊勢市は、図表 12 のとおり、宮川(洪水予報河川)の 6 時間洪水予測により、今後、岩

出観測所の水位が、⑥ブロック（津村町）及び⑦ブロック（神薗町・円座町）の避難指示（緊急）の

発令水位（避難判断伝達マニュアル」に基づく）に達すると判断し、21 時 45 分に、同ブロックを対

象として避難指示（緊急）を発令している。 
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図表 12 伊勢市の平成 29 年台風第 21号（10月 22日）時の宮川に関する避難指示(緊急)の発令状況 
発令の理由 三重河川国道事務所に対して電話による問合せを実施して、宮川の 6 時間予測に

（トリガー） 

発令時刻・発令対象 

避難実績（参考） 

（注）当局の調査結果

より、今後、岩出観測所の水位が⑥ブロック（津村町）及び⑦ブロック（神薗町・

円座町）の避難指示（緊急）の水位に達すると判断 

21時 45分に津村町、神薗町及び円座町の 3地区（421 世帯 1,231 人）を対象に避

難指示（緊急）を発令 

津村町、神薗町及び円座町の住民の避難場所（2か所）への避難実績（最大） 

 佐八小学校：7世帯 11人、上野小学校：4世帯 13人、 

による。 
 
４ 豊橋市の取組 

 (1) 洪水予報河川における避難勧告等の発令基準の設定 

  ① 豊橋市に所在する豊川の霞堤 

    霞堤とは、一般的に「堤防のある区間に開口部を設け、上流側の堤防と下流側の堤防が、二 

重になるようにした不連続な堤防」とされており、歴史的に、この不連続な堤防の場所から一時的

に洪水が溢れることで下流部の浸水被害を軽減する機能を有していた反面、霞堤の地区では、地形

から浸水被害が発生しやすく、被害も甚大であった。 

    豊川（洪水予報河川）の流域には、図表 13 のとおり、現在 4 地区の霞堤があり、そのうち 3 地

区（賀茂霞、下条霞、牛川霞）が豊橋市内に位置している。 
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 図表 13 豊川の霞堤の位置、近年の洪水災害の発生状況 

【霞堤の意義】 

 

【豊川の霞堤の位置】 

 
【豊川の霞堤 4 地区における近年の主要洪水災害の発生状況】 

 

（注）「豊川の霞堤」（平成 25年 10月 31 日修正 豊橋河川事務所）及び「豊川霞堤地区浸水被害軽減対策

計画」（平成 28年 7月 12日 豊川霞堤地区浸水被害軽減対策協議会）に基づき、当局が作成した。 

 

 
 ② 豊橋市における豊川の霞堤地区 3地区における避難勧告等の発令基準の設定 

  豊橋市は、過去の洪水災害の経験を踏まえ、豊川（洪水予報河川）の 3地区の霞堤地区それぞれに

ついて、図表 14のとおり、上流の水位観測所の水位に基づき、避難勧告等の発令基準を定めて、「避

難勧告等の判断・伝達マニュアル」（平成 30年 6月修正）に記載している。 
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図表 14 豊橋市の霞堤 3地区における避難勧告等の発令基準の設定状況 

 

 

 
（注）豊橋市「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」（平成 30年 6月修正）から抜粋した。 
 
(2) 平成 29年における避難勧告等の発令状況 

 豊橋市は、図表 15のとおり、平成 29 年において、河川の増水や土砂災害に関する避難勧告を 1回

避難準備・高齢者等避難開始を 10回発令しているが、そのうち、平成 29年台風第 5号（8月 7日）の

際には、16時 30 分に、他の地区の発令と併せて、豊川の霞堤 3地区を対象とした避難準備・高齢者等

避難開始を発令している。 

、
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 図表 15 豊橋市における平成 29年の避難勧告等の発令実績 

 

（注）1 豊橋市「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」（平成 30年 6月修正）から抜粋した。 

   2 赤枠は当局が付した。 
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事例名 早めの避難勧告等の発令 機関名 岐阜市、豊明市、伊勢市 

 
【制度の概要・取組ポイント】 

「避難勧告等に関するガイドライン」（平成 29年 1月内閣府）では、市町村において「夜間・早朝に避

難準備・高齢者等避難開始を発令するような状況が想定される場合は、その前の夕刻時点において避難準

備・高齢者等避難開始を発令する」と指摘している。 

また、同ガイドラインでは、「洪水予報河川については、雨量の実測値と予測値、流域形態、地質等によ

って異なる流出・流下過程を勘案し、さらにダム等の貯水施設の運用も考慮した上で、水位予測が提供さ

れるため、これを活用して、その後の水位上昇の見込みを把握し、発令の判断材料とする（水位予測は 3

時間程度先までであることが多い）」と指摘している。 

今回、調査対象とした岐阜市及び豊明市では、平成 29年台風第 21号の際に、夕刻時点では避難が必要

と判断されなかったが、避難する時間帯が深夜になるおそれがあることから、洪水予報河川の水位予測を

活用する（豊明市）などして、早めに避難準備・高齢者等避難開始を発令している。 

また、伊勢市においても、平成 29 年台風第 21号の際に、洪水予報河川の水位予測を活用して早めに避

難指示（緊急）を発令している。 
【説明】 

１ 岐阜市の取組 

  岐阜市は、地域防災計画（平成 29 年度）において、図表 1 のとおり、避難勧告等の発令の実施に当

たっての留意点として、「勧告・指示等を夜間に発令する可能性がある場合には、避難行動をとりやすい

時間帯における準備情報の提供に努めるものとする」と明記している。 

 
 図表１ 岐阜市の地域防災計画における避難勧告等の発令の実施に当たっての留意点 

第 3章 災害応急対策 

第 15 節 避難対策 

＜実施内容＞ 

3 避難準備・高齢者等避難開始、避難勧告、避難指示（緊急）の実施 

（3） 実施に当たっての留意点 

市は、住民に対する避難のための準備情報の提供や勧告・指示等を行うにあたり、対象地域の適切な

設定等に留意するとともに、U勧告・指示等を夜間に発令する可能性がある場合には、避難行動をとりや

すい時間帯における準備情報の提供に努める Uものとする。 

市は、避難勧告等の発令の際には、避難場所を開設していることが望ましいが、避難のためのリード

タイムが少ない局地的かつ短時間の豪雨の場合は、躊躇なく避難勧告等を発令するものとする。 
 （注）1 岐阜市の地域防災計画（平成 29年度）から抜粋した。 

2 下線は当局が付した。 

 
岐阜市は、上記の地域防災計画を踏まえ、図表 2のとおり、平成 29年台風第 21号（10月 22 日）の

際には、20 時 35 分に、境川（水位周知河川）の水位が避難準備・高齢者等避難開始の発令水位に未到

達であったものの、発令水位の到達が深夜になるおそれがあると判断し、避難準備・高齢者等避難開始

を発令している。 

   境川の水位が、避難準備・高齢者等避難開始の発令水位に到達したのが同日の 22 時頃であり、結果

的に 1時間 30分程度の発令の前倒しとなっている。 
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図表 2  岐阜市における平成 29 年台風第 21号（10月 22日）時の避難勧告等の発令状況 

河川水位の状況 避難勧告等の発令検討状況 

19:10   境川の馬橋観測所の水位が水防団待  

機水位 10.00mを超過  

 19:45   境川水位上昇のため第二警戒体制（災害警戒本

 部設置） 

 20:15 頃 U避難時間帯が深夜となるおそれがあることか

 ら、避難準備・高齢者等避難開始の発令を決定 

 境川流域の避難所（公民館）の開錠担当者に対

 し、公民館の開放を依頼 

 20:35   境川流域の長森南・厚見地域の一部（958世帯

 2,392 人）に U避難準備・高齢者等避難開始を発令 

22:00 頃  境川の馬橋観測所の水位が避難判断  

水位 10.30m（避難準備・高齢者等避  

難開始発令水位）を超過  

23:00 頃  境川の馬橋観測所の水位が氾濫危険 23:00    境川流域の長森南・厚見地域の一部（958世帯

水位 10.60m 超過（県土木事務所長よ 2,392 人）に避難勧告を発令 

 

り避難勧告に関する助言【Tel】） 

（注）当局の調査結果による。 

 
２ 豊明市の取組 

 ① 避難準備・高齢者等避難開始の発令 
   豊明市は、同市の「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」（平成 29年 6月 1日改訂）において、図

表 3のとおり、境川（洪水予報河川）の避難準備・高齢者等避難開始の発令基準の一つとして「指定

河川予報の水位予測により、水位が氾濫危険水位に到達することが予測される場合（急激な水位上昇

による氾濫のおそれのある場合）」と定めている。 

 

図表 3 豊明市の境川の避難準備・高齢者等避難開始の発令基準の設定状況 

 

（注）1 豊明市の「避難勧告等の判断・伝達マニュアル」（平成 29年 6月 1日改訂）から抜粋した。 

      2 赤枠は当局が付した。 

 

   豊明市は、上記のマニュアルに基づき、図表 4のとおり、平成 29 年台風第 21号（10月 22 日、23

日）の際には、21 時 45 分に、境川（洪水予報河川）の水位が避難準備・高齢者等避難開始の発令水

位に未到達であったものの、愛知県高度情報通信ネットワーク（システム）の 3時間後(深夜 1時頃）

の予測水位が発令水位を超過するとの情報や今後の雨量予測に基づき、避難準備・高齢者等避難開始
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を発令している。 

  境川の水位が、避難準備・高齢者等避難開始の発令水位に到達したのが深夜 1 時 40 分頃であり、

結果的に 4時間程度の発令の前倒しとなっている。 

 

 
図表 4    豊明市における平成 29年台風第 21号（10月 22、23日）時の避難勧告等の発令状況 

河川水位の状況 避難勧告等の発令検討状況 

21:00 境川の泉田観測所の水位 3.40m  

  

U愛知県高度情報通信ネットワーク（システム）に 21:45 三崎区、阿野区、東沓掛区、大久伝区、

おいて、泉観測所の 1 時間後の予測水位 3.68m、2 中島区の住民（4 地区 5,116 人）に対し

時間後 4.10m、3時間後 4.70m と表示（次表） て U避難準備・高齢者等避難開始を発令 

    ＜発令理由＞     

＜境川の泉観測所に関する 3 時間後の水位予測＞ 境川の 3 時間の予測水位が 4.65m を超える

可能性があり、3 時間後となる 23 日深夜 1予測水位 m 発令基準値 m 
時に発令すると、台風の接近と大雨が予想1H 後 2H 後 3H 後 注意水位 避難判断 氾濫危険 
され、2次災害の発生が危惧されるため 

3.68 4.10 4.70 3.85 4.65 5.20 
 

 
22:10 刈谷市及び大府市に対して、「境川流域

 
洪水対策関係市町連絡体制」に基づき、

 
避難準備・高齢者等避難開始を発令した

 
旨を伝達 

01:40  境川の泉田観測所の水位 4.66m(避難判断水位
 

4.65m 超過) 
 

03:00 境川の泉田観測所の水位 5.21m(氾濫危険水位 03:00 三崎区、阿野区、東沓掛区、大久伝区、

5.20m 超過) 中島区の住民（4 地区 5,116 人）に対し

て避難勧告を発令(今後の降雨が見込ま 
れないため広報車等での広報は実施せ

ず) 

 （注）当局の調査結果による。 

 
 ② 境川流域洪水対策関係市町連絡体制に基づく取組 

  豊明市を始めとする境川流域の 7 市町では、各市町の連絡体制を強固にすることを目的に、「境川

流域洪水対策関係市町連絡会議」を開催している。 

  同会議において、平成 29 年度の取組として、図表 5 のとおり、境川の氾濫等が発生もしくは発生

するおそれがある場合の避難勧告等の発令に際して、関係市町間で情報共有すること等を目的に「境

川流域洪水対策関係市町連絡体制」を構築している。（この連絡体制による伝達方法のイメージは、図

表 6のとおり） 

  豊明市は、平成 29年台風第 21 号（10月 22日）の際には、「境川流域洪水対策関係市町連絡体制」

に基づき、近隣の刈谷市及び大府市に対して、境川に関する避難準備・高齢者等避難開始を発令した

旨を伝達している。（上記の図表 4参照） 
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図表 5 境川流域洪水対策関係市町連絡体制について 

１ 目的 境川流域洪水対策関係市町連絡体制は、境川流域において気象状況の悪化による

大雨や局部的豪雨に伴い、河川氾濫等が発生もしくは発生するおそれが著しくある

２ 

３ 

４ 

有項目

５ 

場合の避難情報又は避難勧告（以下「避難勧告等」という。）発令等に際し、関係

市町間の情報共有及び共通認識の醸成を図ることを目的とする。 

境川流域関係市町 (1)豊田市、(2)みよし市、(3)東郷町、(4)豊明市、(5)刈谷市、(6)大府市、 

(7)東浦町 

連絡体制強化期間 平成 29年 6 月 1日～10月 31 日 

対象となる情報共 (1)避難準備・高齢者等移動開始発令、(2)避難勧告発令、 

 (3)避難指示（緊急）発令、(4)その他必要と認められる場合 

情報伝達要領 各市町が避難勧告等を発令した場合は隣接する市町へ当該情報を連絡すること

とする。 

また、避難勧告等の発令に関しては、河川の対岸市町が同時期に行うことが望ま

れることから当該対岸市町においても連絡を密にすることとする。なお、伝達は境

川流域洪水対策関係市町連絡表に基づいて行うものとし、平常時連絡先及び災害対

６ 

策本部の連絡先を原則とする。 

その他 ５の情報伝達要領に定めがない事項については、その都度、関係市町間で協議する

 （

こととする。 

注）豊明市の資料に基づき、当局が作成した。 

   

 図表 6 平成 29年度 境川流域洪水対策関係市町連絡体制の伝達方法イメージ図 

 

 （注）豊明市の資料による。 
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３ 伊勢市の取組 
  伊勢市は、平成 29 年台風第 21 号（10 月 22 日）の際には、18 時 55 分に市内全域に避難勧告を発令

済であった。その後、21 時 45 分には、宮川（洪水予報河川）の水位が避難指示（緊急）の発令水位に

未到達であったものの、三重河川国道事務所の 6時間洪水予測に基づき、今後の水位が避難指示（緊急）

の発令水位に達すると判断し、避難指示（緊急）を発令している。 

宮川の水位が避難指示（緊急）の発令水位に達したのは 23時頃であり、結果的に 1時間 15分程度の

発令の前倒しとなっている。（資料編事例表 22頁参照） 
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事例名 避難場所を早期に開設するための取組 自治体名 鈴鹿市、岐阜市 

 
【制度の概要・取組ポイント】 

 今回、調査対象とした鈴鹿市は、避難場所（施設）等の早期開設のため、市内に大雨警報、洪水警報等

の気象警報が発表された場合に、自主避難所として開設する 25 施設をあらかじめ指定している。平成 29

年台風第 21号の際には、鈴鹿市は、夜間に避難場所（施設）の開設が必要になると想定されたことから、

夕刻の 16 時に同 25 施設に加え、河川の氾濫や土砂災害からの避難先となる 9 施設（合計 34 施設）を開

設している。また、岐阜市は、指定緊急避難場所（施設）の早期開設のために 2体制で施設を開錠する取

組を行っている。 

 (参考) 伊勢市は、平成 29 年台風第 21 号における観測史上最大の降雨の結果、市内各地で河川の氾濫

や内水氾濫により大きな被害が発生したことを踏まえ、今後の災害対策に役立てること等を目的

に、「平成 29 年台風第 21 号災害対応記録」を取りまとめている。この中で、伊勢市は、避難情報

の発令に関する「苦労したこと・うまく出来なかったこと」事項の一つとして、「避難情報を発令す

るに際し、避難所の開設準備が出来ていなかった」ことを挙げている。  
【説明】 

１ 鈴鹿市の取組 

鈴鹿市は、市内に大雨警報、洪水警報等の気象警報が発表された場合に、自主避難所として開設する

避難場所（施設）等の 25施設（①地区市民センター併設公民館(20施設)、②単独公民館（神戸、長太、

白子、愛宕）及び③鼓ヶ浦小学校）をあらかじめ指定している。 

このため、鈴鹿市は、「鈴鹿市避難勧告等の判断・伝達マニュアル」（平成 29年 9月）において、図表

1 のとおり、水害時に避難勧告等を発令した場合の避難先となる避難場所(施設)ごとに、①災害対策本

部設置時において当初開設する施設（上記の自主避難所として開設する施設。1次開設）、②災害状況に

より開設する施設（2次開設）に区分している。 
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図表 1 「鈴鹿市避難勧告等の判断・伝達マニュアル」における避難場所の開設の優先度(例) 

避難場所の開設

の優先度 

鈴鹿川の「第①エ

リア(左岸)の避

難場所における

開設の優先度の

設定状況 

（注）1  鈴鹿市の「鈴鹿市避難勧告等の判断・伝達マニュアル」（平成 29年 9月）を基に、 

当局が作成した。 

 2 赤枠は当局が付した。 

鈴鹿市は、平成 29年台風第 21号（10 月 22日）の際には、図表 2のとおり、夜間に避難場所（施設）

の開設が必要になると想定されたことから、夕刻の 16 時に、自主避難所として開設する 25 施設に加

え、河川の氾濫や土砂災害からの避難先となる 9施設（合計 34施設）を開設している。 

図表 2 鈴鹿市における 平成 29年台風第 21号（10月 22日）の際の避難場所の開設までの動き 

気象警報の発表状況 鈴鹿市の対応状況 

4：25 大雨注意報 発表【津地方気象台】 

7：23 洪水注意報 発表【津地方気象台】 

10：30 総務班（防災危機管理課職員）召集 

13：18 災害対策本部（第２非常配備・初動体制）設置 

13：22 大雨（土砂災害）・暴風警報 発表【津地 13：22  災害対策本部（第２非常配備・本体制）に移行 

方気象台】 14：15  第１回災害対策本部会議・各部状況報告 

16：00  第２回災害対策本部会議・各部状況報告 

16：00  U避難場所等を開設（計 34か所 U） 

16：18 

（注）当

①地区市民センター併設の公民館 20か所

②公民館 4か所（愛宕，白子，長太，神戸）

③小学校（国府，牧田，清和，加佐登，稲生，鼓ヶ

浦，栄，椿，庄内，深伊沢）大雨（浸水害）警報発表【津地方気象台】 

局の調査結果による。
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２ 岐阜市の取組 

岐阜市では、指定緊急避難場所（施設）の夜間等の閉鎖時間帯での開設に備え、地元の防災組織（自

主防災隊長、自治会長）と施設管理者が、拠点となる避難施設の鍵をそれぞれ保有している。避難勧告

等の発令時など開錠が必要な際には、市防災部局の担当から、地元の防災組織に対して開錠連絡、施設

の所管課の担当から、施設管理者に対して開錠連絡し、先に施設に到達した者が開錠することとしてい

る。 
岐阜市は、平成 29 年台風第 21 号（10 月 22 日）の際の避難勧告等の発令時には、20 時 15 分頃に、

指定緊急避難場所（公民館）の開錠担当者に対して公民館の開錠を依頼し、開錠の確認後、20 時 35 分

に避難準備・高齢者等避難開始を発令している。（資料編事例表 27頁参照） 

 

３（参考）伊勢市が実施した平成 29 年台風第 21号時の災害対応検証 

     伊勢市では、平成 29 年台風第 21 号において観測史上最大の雨が降った結果、図表 3 のとお

り、市内各地で河川の氾濫や内水氾濫により大きな被害が発生した。 

このため、伊勢市は、今後の災害対策に役立てるとともに、教訓を次世代へ伝えるために、当

時の災害対応の検証を行い、その結果を「平成 29年台風第 21号災害対応記録」として取りまと

めている。 

 

 図表 3 伊勢市における平成 29年台風第 21号における主な被災状況及び河川の氾濫状況 

  

 （注）伊勢市の「平成 29 年台風第 21号災害対応記録」から抜粋した。 

 

伊勢市は、「平成 29 年台風第 21 号災害対応記録」の中で、図表 4 のとおり、避難情報の発令

に関する「苦労したこと・うまくできなかったこと」事項の一つとして、「避難情報を発令するに

際し、避難所の開設準備が出来ていなかった」ことを挙げている。 
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 図表 4 「平成 29 年台風第 21 号災害対応記録」における「避難情報の発令」の総括 

5.4 避難情報の発令 

 

（注）1  伊勢市の「平成 29年台風第 21号災害対応記録」から抜粋した。  

      2 赤枠は当局が付した。  
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事例名 外国人に配慮して避難勧告等の発令に関する情報伝達を多言語に 機関名 津市、豊橋市 

より実施 

 
【制度の概要・取組ポイント】 

  防災基本計画（平成 30年 6月中央防災会議）では、在日・訪日外国人が増加していることを踏まえ、

「災害発生時に、要配慮者としての外国人にも十分配慮する」必要があると記述されている。 

  今回、調査対象とした津市及び豊橋市では、避難勧告等の緊急情報を迅速に伝達するため、登録制の

防災情報メールを活用した情報発信を行っており、通常の日本語による伝達のほか、津市は 6言語、豊

橋市は 4言語による受信設定が可能となっている。 
【説明】 

 1 津市の取組 

  津市では、住民等に避難勧告等の緊急情報をいち早く伝達するため、同報系防災行政無線で放送した

内容をあらかじめ登録された携帯電話にメール送信する「津市防災情報メール」による情報伝達を行っ

ており、通常の日本語のほか、英語、ポルトガル語、スペイン語、タガログ語、中国語、やさしい日本

語（※通常の日本語よりも平易な言葉遣いで外国人等にも分かりやすい日本語のこと）の 6言語による

受信設定が可能となっている。（図表 1参照） 

  「津市防災情報メール」の登録者数は平成 30年 7月現在で 2万 5,341人となっており、そのうち 583

人が多言語版による受信設定を行っている。 

 

 図表 1 津市防災情報メールの概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）津市の資料による。 
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 2 豊橋市の取組 

  豊橋市では、登録制の「豊橋ほっとメール」による情報伝達を行っており、通常の日本語のほか、英

語、ポルトガル語、中国語、やさしい日本語の 4 言語による受信設定が可能となっている。（図表 2 参

照）  

  「豊橋市ほっとメール」の登録者数は平成 30 年 7 月現在でおよそ 3 万 4,000 人となっており、その

うち約 300人が多言語版による受信設定を行っている。 

 

 図表 2 豊橋ほっとメールの概要  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 （注）豊橋市の資料による。 
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事例名 調査対象市における要配慮者利用施設に対する避難確保計画作成 機関名 津市、鈴鹿市 

のための支援状況 

 
【制度の概要・取組ポイント】 

 要配慮者利用施設の避難体制の強化等を図るため、水防法が平成 29 年 5 月に改正され、洪水予報河川

又は水位周知河川の浸水想定区域内に立地し、市町村が策定する地域防災計画にその名称及び所在地を定

められた要配慮者利用施設の管理者等は、避難確保計画の作成及び市町村への届出並びに洪水等を想定し

た避難訓練を実施することが義務化されている。 

 また、国土交通省は、2021 年までに避難確保計画の作成率を 100%とし、逃げ遅れによる人的被害ゼロ

の実現を目指しているものの、平成 30年（2018 年）3月現在の全国の避難確保計画作成率は、17.7%（50,481

施設中 8,948 施設）となっている。 

 今回、調査対象とした津市は、中部地方整備局の要請を受け、要配慮者利用施設における避難確保計画

作成を推進するための全国初のモデル都市に指定（平成 29年 11月 1日公表）されており、市内の要配慮

者利用施設の管理者等を対象とした避難確保計画作成講習会を開催している。 

 鈴鹿市では、平成 30 年 5 月に市内全ての要配慮者利用施設（地域防災計画に定められた施設）の管理

者等を対象とした説明会を開催し、独自に改良した避難確保計画作成用シート（エクセルファイル）を配

布するなどの支援を実施している。 

 このような取組の結果、平成 30 年 8月末現在の避難確保計画作成率は、津市で 75.5%、鈴鹿市で 89.8%
となっており、高い作成率を実現している。 
【説明】 

 1  津市の取組 

  津市は、中部地方整備局の要請を受け、要配慮者利用施設における避難確保計画作成を推進するため

の全国初のモデル都市に指定（平成 29 年 11月 1日公表）されており、市内の要配慮者利用施設の管理

者等を対象とした避難確保計画作成講習会を開催している。（図表 1参照） 

  モデル都市としての具体的な取組は、ⅰ）平成 29年 11月 7日に前期講習会を開催し、参加したおよ

そ 75 施設 160 人の要配慮者利用施設の管理者等に対し計画作成方法のポイントを説明し、各施設にお

いて共通様式を活用した避難確保計画を作成、ⅱ）11 月 30 日に後期講習会を開催し、参加したおよそ

60 施設 70 人の要配慮者利用施設の管理者等が、それぞれ作成した避難確保計画の内容の充実を図るこ

とを目的として、他の施設の参加者との意見交換（ワールドカフェ方式）を通じ、各施設における避難

確保計画の工夫点や課題について意見を出し合うなどにより認識を共有する、などである。 

  上記取組の結果、避難確保計画を作成・提出済の要配慮者利用施設数は、講習会開催前の 59施設（作

成率 32.1%）から 123 施設（作成率 66.8%）に増加（平成 30 年 1 月 30 日時点）するなど、一定の成果

を上げている。（平成 30年 8月末時点では、作成・提出済施設数 145施設。作成率 75.5%） 

  また、国土交通省では、津市をモデル都市とした講習会の検討経緯や開催結果を踏まえ、「講習会の企

画調整及び運営マニュアル～要配慮者利用施設 避難確保計画の着実な作成に向けて～」を作成し、全

国の市町村が津市で開催したものと同様の講習会を開催するためのフォーマットや、講習会運営のノウ

ハウなどの情報提供を実施している。 
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 図表 1  中部地方整備局が津市をモデル都市として実施した事業の概要及び成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

（注）津市及び国土交通省の資料による。 
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 2  鈴鹿市の取組 

  鈴鹿市は、平成 30 年 5 月 14 日及び 16 日の 2 日間、市内全ての要配慮者利用施設（地域防災計画に

定められた 50施設（当時））を対象とした避難確保計画作成に係る説明会を開催している。説明会では、

国土交通省がホームページで公表している避難確保計画作成に係る手引き（様式）を参考として、鈴鹿

市が独自に改良した避難確保計画作成用シート（エクセルファイル）を CD-R で配布するとともに、個

別の施設ごとの想定浸水深、垂直避難の可否、建物構造等の情報を提供するなどの支援を実施している。

（図表 2） 

  また、都合により説明会に参加できなかった施設（3 施設）に対しては、後日、市の担当者が施設を

訪問し、水防法改正等の趣旨を説明するとともに避難確保計画の作成・提出を要請している。 

  上記取組の結果、避難確保計画を作成・提出済の要配慮者利用施設数は、説明会開催前の 0施設から

44施設に増加（49施設中。作成率 89.8%。平成 30年 8月末時点）するなど、一定の成果をあげている。 

 

 図表 2 鈴鹿市の避難確保計画作成に係る説明会の関係資料  
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（注）鈴鹿市の資料による。 
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事例名 国・県における市町村等に対する支援の実施状況 機関名 愛知県、岐阜県、三重県、 

中部地方整備局 

 
【制度の概要・取組ポイント】 

 「水防法等の一部を改正する法律の施行について」（平成 29年 6月 19日付け国水政第 12号）では、都

道府県及び市町村の関係部局（防災所管部局、民生所管部局等）は要配慮者利用施設における避難確保計

画の作成や避難訓練の実施について、連携して積極的に支援を行うとともに、その作成状況を確認するこ

とが望ましいとされている。 

 今回、調査対象とした愛知県では、要配慮者利用施設における避難確保計画作成等に係る市町村への支

援を行うため、庁内に愛知県要配慮者利用施設避難確保計画作成等支援連絡調整会議（以下「連絡調整会

議」という。）を設置し、平成 29 年度に 2回会議を行って、県所管の要配慮者利用施設や国との連絡調整

などに取り組んでいる。 

 また、県内の全市町村が構成員となっている愛知県要配慮者利用施設避難確保計画作成等推進会議（以

下「推進会議」という。）を設置し、計画作成を促すための役割分担や推進方法等に係る情報交換の場とし

て活用している。 
【説明】 

 1 愛知県、岐阜県及び三重県の取組 

 (1) 愛知県では、水防法等の改正で要配慮者利用施設の管理者等による避難確保計画の作成等が義務付

けられたことを受け、市町村が水防法の規定に基づき要配慮者利用施設を指定し、計画作成に係る支

援等を行うことに鑑み、県として市町村を支援するため県関係課室相互の連携・情報共有を図ること

等を目的として、平成 29年 10月 25日に連絡調整会議を設置している。（図表 1参照） 

    また、県内全市町村が構成員となっている推進会議を平成 29年 12月 4日に設置し、県内 2か所で

会合を開催したほか、随時電話等による情報交換を行うなどの支援を行っている。（図表 2参照） 

 

 (2) 岐阜県では、愛知県と同様に、県庁の各種施設所管部署からなる岐阜県要配慮者利用施設避難体制

整備連絡会議を平成 29年 9月 20日に設置し、市町村や要配慮者利用施設に対する連絡・支援のため

の体制を構築し、避難確保計画の作成等の推進を図ることとしている。（図表 3参照） 

   また、平成 29 年 10 月 25 日に県内の全市町村を対象とした要配慮者利用施設の避難体制整備に関

する説明会を開催し、避難確保計画の作成依頼の実施方法や提出された避難確保計画の指導・点検方

法等についての認識を共有している。 

 

 (3) 三重県では、定期的に市町防災担当者を対象とした説明会を開催し、避難確保計画の作成に係る推

進方法等の情報提供を行うとともに、要配慮者利用施設における避難確保計画の作成、訓練の実施を

促進するよう要請している。 

 

 図表 1 愛知県要配慮者利用施設避難

（目的） 

確保計画作成等推進支援連絡調整会議運営要項＜抜粋＞ 

第 2条 U連絡調整会議は、愛知県において U「水防法第 15条の 3又は…（省略）…」における U要配慮者

利用施設管理者等による避難確保計画作成等に係る市町村を支援するため、県関係課室相互の連携を

実施することを目的とする U。 

（業務） 
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第 3条 連絡調整会議は、目的を達成するため、以下の業務を行う。 

 (1) U要配慮者利用施設避難確保計画作成等の推進、支援に必要な事項 

 (2) 関係各課室において浸水想定区域、土砂災害警戒区域等の情報共有 

 (3) 関係各課室において市町村地域防災計画記載施設の情報共有 

 (4) 避難確保計画作成の情報共有 

 (5) 市町村要配慮者利用施設避難確保計画作成等推進会議の開催支援 

 2 前項の業務に係る個別の課題について、構成員等（構成員以外の者も含む）が随時開催する勉強会

において取り組むものとする。 

（構成員） 

第 4条 U連絡調整会議は、別紙に掲げる課室で構成 Uする。 
 

【別紙】 

部局等名 課室名 

県民文化部 私学振興室 

健康福祉部 健康福祉総務課監査指導室 

地域福祉課 

児童家庭課 

子育て支援課 

高齢福祉課 

障害福祉課 

医務課 

教育委員会事務局 保健体育スポーツ課健康学習室 

建設部 住宅計画課 

事務局 災害対策課（支援 G） 

（防災局・建設部） 河川課（管理 G・企画 G） 

砂防課（企画・防災 G） 
  

（注）下線は当局が付した。 

 

 図表 2 愛知県市町村要配慮者利用施設避難確保計画作成等推進会議運営要項＜抜粋＞ 

（目的） 

第 2条 U推進会議は、U「水防法第 15 条の 3又は…（省略）…」における U要配慮者利用施設管理者等に

よる避難確保計画作成等を促進することを目的とする U。 

（業務） 

第 3条 推進会議は、目的を達成するため、以下の業務を行う。 

 (1) U要配慮者利用施設避難確保計画作成等の促進に必要な事項 

 (2) 浸水想定区域、土砂災害警戒区域等の情報共有 

 (3) 避難確保計画作成の情報共有 

 (4) 愛知県要配慮者利用施設避難確保計画作成等推進支援連絡調整会議に対する支援要請 

（構成員） 

第 4条 U推進会議 Uは、別紙に掲げる U市町村の防災関係課室で構成する U。 
 

（注）下線は当局が付した。 
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 図表 3  岐阜県要配慮者利用施設避難体制整備連絡会議設置要綱＜抜粋＞ 

（目的） 

第 1 条 本会議は、U本県の各種施設関係部署からなる岐阜県要配慮者利用施設避難体制整備連絡会議 U

（以下「連絡会議」という。）Uを設置 Uすることにより、Uその緊密な連携と、市町村や施設の所有者等

への連絡・支援等のための体制を構築 Uし、U施設における避難確保計画の作成、避難訓練の実施等避

難体制整備の推進を図ることを目的とする U。 

（所掌事務） 

第 2条 連絡会議の所掌事務は、次に掲げる事項とする。 

 (1) U施設の管理者等へ向けた避難体制整備にかかる情報伝達方法の検討と分掌の確認 

 (2) U避難確保計画作成に係る各関係部署が分掌実施する支援内容の確認 

 (3) 避難訓練実施に係る支援内容や方法の検討と分掌の確認 

 (4) U市町村の施設関係部署等との連携や支援内容の検討と分掌の確認 

 (5) その他改正法の運用や本会議の目的達成等のために必要な事項 

（組織） 

第 3条 U連絡会議は、座長及び構成員をもって組織する U。 

 2 U座長は県土整備部次長をもって充てる U。 

 3 U連絡会議の構成員 Uは、U別表 1に定める職にある者 Uとする。 
 

  【別表 1 連絡会議構成員】 

座長 県土整備部次長 

構成員 危機管理政策課長 構成員 医療福祉連携推進課長 構成員 学校安全課長 

〃 防災課長 〃 高齢福祉課長 〃 建設政策課長 

〃 環境生活政策課長 〃 子ども家庭課長 〃 河川課長 

〃 私学振興・青少年課長 〃 子育て支援課長 〃 砂防課長 

〃 健康福祉政策課長 〃 障害福祉課長 

〃 医療整備課長 〃 教育総務課長 
  

（注）下線は当局が付した。 
 

 2 中部地方整備局の取組 

  中部地方整備局では、水害・土砂災害への備えに関する要配慮者利用施設の管理者向け説明会を管内

4県（愛知県・岐阜県・三重県・静岡県）との共催により、平成 28～29年度に 22会場で開催している。

（図表 4参照） 

  また、国土交通省ホームページに要配慮者利用施設の避難確保計画作成支援ツール等が掲載されてい

るほか、全国の河川事務所等に災害情報普及支援室を設置し、個別の自治体や要配慮利用施設等からの

相談に対応することの周知等を行っている。 

  なお、平成 29 年 5 月の水防法等の改正に伴い、浸水想定区域に所在し、市町村の地域防災計画に定

められた要配慮者利用施設の管理者等は、避難確保計画の作成等を行う義務（改正前は努力義務）が課

されているが、一部の河川事務所等（浜松河川国道事務所、豊橋河川事務所、庄内川河川事務所、木曽

川下流河川事務所）の災害情報普及支援室のホームページの記載内容をみると、依然として努力義務と

記載されているページが散見されたことから、30 年 6 月 7 日に当局から中部地方整備局に対し指摘を

行い、調査の途上で改善が図られている。（図表 5参照） 
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 図表 4 中部地方整備局が開催（4県と共催）した説明会の開催状況 

都道府県 開催日時 開催場所 

刈谷市総合文化センター（大ホール） 
平成 29 年 3月 21日（火） 

※西三河地域の施設・事業所を対象 

豊橋市公会堂（大ホール） 
3月 22 日（水） 

※東三河地域の施設・事業所を対象 
愛知県 

日本特殊陶業市民会館（ビレッジホール） 
3月 24 日（金） 

※名古屋市内を除く尾張地域の施設・事業所を対象 

4月 18 日（火） 名古屋市中区役所ホール 

4月 19 日（水） ※名古屋市内の施設・事業所を対象 

2 月 6 日（月） 恵那総合庁舎（大会議室） 

2 月 9 日（木） 可茂総合庁舎（大会議室） 

2月 10 日（金） 東濃西部総合庁舎 

2月 13 日（月） ぎふ文化プラザ（長良川ホール） 

2月 14 日（火） 郡上総合庁舎（大会議室） 

岐阜県 2月 17 日（金） 下呂総合庁舎（大会議室） 

2月 21 日（火） 揖斐総合庁舎（大会議室） 

2月 24 日（金） 中濃総合庁舎（大会議室） 

2月 27 日（月） 
西濃総合庁舎（大会議室） 

2月 28 日（火） 

3月 27 日（月） 飛騨総合庁舎（大会議室） 

2月 15 日（水） 津リージョンプラザ（お城ホール） 

2月 16 日（木） 四日市市文化会館（第 2ホール） 
三重県 

3月 15 日（水） 伊勢市観光文化会館（大ホール） 

3月 16 日（木） 尾鷲市民文化会館（せぎやまホール） 

2月 14 日（火） 沼津市民文化センター（大ホール） 

2月 15 日（水） アクトシティ浜松（中ホール） 
静岡県 

2月 23 日（木） 静岡市民文化会館（中ホール） 

3月 16 日（木） 下田総合庁舎（2階第 3会議室） 

（注）中部地方整備局の資料による。 
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 図表 5  国土交通省ホームページ（災害情報普及支援室）の記載状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注）国土交通省ホームページに基づき当局が作成した。 
 

 

※ 平成 30 年 6 月 6 日時点の 

ホームページの記載状況 



- 47 - 

 

事例名 要配慮者利用施設における洪水等を想定した訓練の実施状況等 機関名 要配慮者利用施設(6) 

 
【制度の概要・取組ポイント】 

 水防法第 15 条の 3 の規定により、地域防災計画にその名称及び所在地を定められた要配慮者利用施設

の管理者等は、洪水時等の円滑かつ迅速な避難の確保を図るために必要な訓練その他の措置に関する計画

を作成するとともに訓練を行うことが義務化されている。 

 今回、平成 29 年台風第 21 号の接近に伴う避難勧告等の発令地域に所在する要配慮者利用施設 6 施設

（津市 3施設、伊勢市 3施設を抽出。全て特別養護老人ホーム等の入居型高齢者施設）における避難確保

計画の作成状況、洪水を想定した避難訓練の実施状況、避難勧告等発令時における避難行動の実施状況等

について調査を行ったところ、6 施設中 4 施設で避難確保計画が作成されており、そのうち 2 施設では、

洪水等を想定した避難訓練を実施している。 
【説明】 

 1  洪水等を想定した訓練の実施状況 

   今回の調査に関連して、要配慮者利用施設において、平成 29年台風第 21号の接近に伴う避難勧告等

発令時に、行政機関等からどのような情報の伝達を受け、どのような避難行動をとったのかなどの実態

を把握することを目的として、同台風による被害が大きかった津市及び伊勢市の協力を得て、要配慮者

利用施設をそれぞれ 3施設ずつ抽出し、実地にヒアリングを行った。 

   このうち 2施設（津市及び伊勢市）では、平成 29年度以降に洪水等を想定した避難訓練を実施して

おり、その際には、職員とともに一部の施設利用者も参加して、施設上階への退避行動等の確認を行っ

ている。（図表 1参照） 
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 図表 1 調査対象要配慮者利用施設における洪水等を想定した訓練の実施状況  

洪水等を想定した避難訓練の実施状況 
施設名 

実施年月日 訓練参加人数等 訓練概要等 

平成 29 年 12 月 職員 11人 南海トラフを震源とする震度 5 強以上の地震に伴う
B施設 

15日 入居者 5人（自力歩 津波等により、施設 1 階が浸水したことを想定し、施
（津市） 

13:30～15:00 行可能な者） 設利用者等を 3階に避難させる訓練を実施 

29年 6月 27日 職員 23人  昼時間帯に集中豪雨が発生し、河川の氾濫の危険が

13:40～15:15 入居者 21 人（

子利用者を含

車椅 高まった状態で、避難準備・高齢者等避難開始が発令さ

む） れた状況を想定し、施設利用者を施設内の安全な場所

に誘導（停電を想定し、避難にエレベーターは不使用） 

 

 

 

 

 

 

 

 

29年 11月 29日 職員 13人 

 

 夜間における津波・風水害を想定した総合訓練を実

18:30～19:25 入居者 7人（

利用者を含む）

車椅子 施。養護棟 1 階の入所者を上階へ避難（職員が代理）

 させるとともに重要な書類等を上階に搬出 

 

 

E施設  

（伊勢市）  

 

 

 

30年 6月 7日 職員 19人 

 

 平成 29 年台風第 21 号の罹災経験を踏まえ、夜間に

13:35～15:30 入居者 3人（

利用者を含む）

車椅子 おける洪水を想定した総合訓練を実施。訓練参加者を 2

 グループに分け、①避難誘導、②業務用車両の移動（2

台）、③シャッターの開閉、④浸水防止壁の設置、⑤土

嚢設置の一連の作業をそれぞれのグループごとに実施 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）当局の調査結果による。 
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2  調査対象要配慮者利用施設が行政に対し支援を求めたい事項等 

  調査対象とした要配慮者利用施設の管理者等から、水害時の避難の実効性を高めるため、行政に支援

を求めたい事項や、不安や支障と感じている事項などについて聴取したところ、図表 2のような意見・

要望があった。 

 

 図表 2  調査対象要配慮者利用施設が行政に対し支援を求めたい事項等 

○ 夜間に避難勧告等が発令された際に、対応する職員を増員した場合、手当（賃金）と勤務シフトの見直し

が必要となることが悩ましい。また、出勤する職員の安全を確保する必要もあり、毎回難しい判断を迫られ

ていることを知ってもらいたい。 

○ 避難所である小学校の体育館にはスロープがないなど、車椅子利用者が中に入るだけでも大変である。 

○ 現在、市の老人施設協会では、地域ごとにグループを分けて災害時の協力体制を敷いているが、老人施設

だけではなく、地域の代表者（議員・自治会長）、学校、病院、消防、市の担当者等にも構成員になっても

らい、地域全体としての災害対応を考えるべきである。 

○ 当施設の利用者は、ほとんどが独りで歩くことができない高齢者であり、万一、水平避難が必要なときは、

休日の職員などを参集させてもマンパワーが足りないことから、行政には人員派遣等の支援を求めたい。ま

た、万一、取り残された場合は、迅速な救助を求めたい。 

○ 当施設は、養護老人ホームに 50人、特別養護老人ホームに入所 80人、特別養護老人ホーム短期入所に平

均 15人の方が生活しており、日常生活に介護が必要な者が 100人を超えている。これだけの数の施設利用

者が一般の避難所（小学校）へ水平避難を行うことは現実的ではなく、万一、全員が避難しようとした場合

は相当の時間を要し、介護用品の搬入や介護スタッフの常駐の必要性も考慮するとかなりのスペースが必

要となることから、一般の避難者との兼ね合いが心配である。 

○ 近隣住民の自主避難場所として協力施設となっており、実際に避難を受け入れた実績もある。施設の水平

避難の必要性と自主避難のための場所の提供の必要性について苦慮している。 

○ 中小河川については、河川水位情報等を取得する方法がないため、対策を講じてほしい。 
 

（注）当局の調査結果による。 
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事例名 住民に対する洪水等のリスクに関する情報提供 機関名 豊橋市、一宮市、豊明市、 

岐阜市、大垣市、多治見市、
①ハザードマップ等の公表、配布 

伊勢市、鈴鹿市 

 
【制度の概要・取組ポイント】 

市町村は、洪水予報等の伝達方法、避難所その他円滑・迅速な避難のために必要な事項を記載した洪水

ハザードマップを作成し、配布するなどの方法により、住民等に対して地域の水害リスクを周知すること

が義務付けられている（水防法第 15 条第 3項）。 

 今回調査した 9市では、洪水ハザードマップや防災ガイドブック等を作成し、住民等に対し、各戸配布、

出前講座、HP等の方法で周知しており、その内容には次のような工夫がみられた。 
【説明】 
 ＜過去の浸水実績の掲載＞ 

  ◎ 過去の水害による被害の写真等の掲載（一宮市、大垣市、多治見市、伊勢市、鈴鹿市） 

次の 5市において、洪水ハザードマップ等に過去の水害被害について、写真や当時の状況を掲載。

市民に災害の記録を継承し、実感をもって身近な水害のリスクを認識できるよう工夫している。 
 

（一宮市）                        （大垣市）                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
（多治見市）                           （鈴鹿市） 
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（伊勢市） 

 

 

 

 

 
 

                                 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                          
 ◎ 過去の災害による浸水実績を浸水想定区域図に重ねて表示（豊明市、多治見市） 

 

（豊明市）豊明市洪水ハザードマップ 4TUhttps://www.city.toyoake.lg.jp/2754.htmU4T  

豊明市は、洪水ハザードマップに浸水想定区域とともに、東海豪雨時の主な浸水範囲を重ねて表示

している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

https://www.city.toyoake.lg.jp/2754.htm
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（多治見市）内水ハザードマップ 4Thttp://www.city.tajimi.lg.jp/kurashi/bosai/bosai/map.html4T 

多治見市は、市内の洪水予報河川及び中小河川の外水ハザードマップのほかに、市内で多発する内水

氾濫に係る内水ハザードマップを作成している。同マップは、内水氾濫時に予測される浸水深を色別で

表すとともに、外水による浸水想定区域を重ねて表示している。 

 
＜外国人への配慮＞  

 ◎ 多言語によるハザードマップの提供（豊橋市、鈴鹿市） 

（豊橋市）洪水ハザードマップ 4Thttp://www.city.toyohashi.lg.jp/3396.htm4T  

豊橋市は、市内の水位周知河川について、日本語版の洪水ハザードマップ以外に 4か国語（ポルトガ

ル語版、スペイン語版、英語版、中国語版）のマップを作成し、提供している。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 （例）梅田川洪水ハザードマップ（平成 22 年度公表）（ポルトガル語版の一部抜粋） 

http://www.city.tajimi.lg.jp/kurashi/bosai/bosai/map.html
http://www.city.toyohashi.lg.jp/3396.htm


- 53 - 

 

（鈴鹿市）防災マップ  4Thttp://www.city.suzuka.lg.jp/bousai/map/index_f.html4T（外国語版） 

鈴鹿市は、防災マップを作成し、各戸に配布している。同防災マップには、地図面に風水害及び地震

のハザード情報、啓発面には災害時の避難方法が記載されている。また、市内の外国人に配慮し、日本

語以外の 4か国語（英語、中国語、ポルトガル語、スペイン語）が併記された同防災マップの外国語版

も作成している。 

  

目印となる施設等は、あえて日本語読
みのローマ字で大きく表記 
これは、市内に住む外国人であれば、

日本語読みのほうが施設を特定しやす
く、また、周辺にいる日本人に場所を尋
ねやすいなどの配慮 

外国語版の啓発面には、災害時
の情報入手方法として、鈴鹿市 HP
（外国語の翻訳機能付き）を案内 

 ◎ 多言語での災害関連情報の掲載（一宮市、岐阜市、大垣市） 

（一宮市） 一宮防災ハンドブック 4Thttp://www.city.ichinomiya.aichi.jp/kurashi/saigai/1010043/1013745.html 

一宮市は、地震や風水害等災害全般に関する知識や、避難場所・避難所などの情報を一冊にまとめた

「一宮防災ハンドブック」（平成 28年 3月発行）を作成し、各戸に配布している。 

同ハンドブックでは、防災のポイントを日本語と 4 か国語（英語、中国語、ポルトガル語、韓国語）

で掲載している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

http://www.city.suzuka.lg.jp/bousai/map/index_f.html
http://www.city.ichinomiya.aichi.jp/kurashi/saigai/1010043/1013745.html
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（岐阜市）岐阜市総合防災安心読本 4Thttp://www.city.gifu.lg.jp/26070.htm4T  

岐阜市は、災害の学習記事と災害別のハザードマップを統合した「岐阜市総合防災安心読本」を作成

しており、同読本の巻末資料には、「地域に外国人がいるが、災害時にどうやって避難を促してよいか分

からない。」という自治会の声を受け作成した 5か国語の災害時用外国語指さし会話集を掲載している。 
   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（大垣市）外国人市民のためのくらしのガイドブック 4Thttp://www.city.ogaki.lg.jp/0000022389.html4T 

  大垣市は、外国語版ハザードマップは作成していないが、大垣市在住の外国人向けに作成された「外

国人市民のためのくらしのガイドブック」（中国語版、英語版、ポルトガル語版）において、避難所情報

や災害時にとるべき行動を案内している。 
 
 
   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

http://www.city.gifu.lg.jp/26070.htm
http://www.city.ogaki.lg.jp/0000022389.html
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 ＜エリア別の避難方法の例示＞ 

 ◎ 居住エリアに応じた内水・外水別の避難行動フローチャートを掲載（多治見市） 

多治見市は、内水ハザードマップに内水・外水別の避難行動をフローチャートで掲載している。 
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◎ 状況、居場所別の避難フローを掲載（鈴鹿市） 

    鈴鹿市は、防災マップに状況や居場所に応じた避難行動を示した避難フローを掲載している。 
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◎ 自宅の構造、エリア別の避難方法判断表を掲載（伊勢市） 

    伊勢市は、防災マップに住民各自で自宅の構造、エリアを確認することで、的確な避難方法を検討

するページを掲載している。 
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 ＜避難所の使用可否等の分かりやすい表示＞ 

 ◎ 浸水時に使用できる避難所を分かりやすいマークで表示（岐阜市、大垣市） 

   岐阜市及び大垣市は、洪水ハザードマップに、浸水時に使用できない避難所や 2階以上であれば使

用可能な避難所等を分かりやすいマークや色別にして表示している。 
 

（岐阜市）「岐阜市総合防災安心読本」洪水ハザードマップ    

  
  

（大垣市）大垣市防災ガイドブック 河川別洪水ハザードマップ 
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事例名 住民に対する洪水等のリスクに関する情報提供 機関名 伊勢市、豊橋市、

②住民参加型の取組 愛知県 

 
【制度の概要・取組ポイント】 

 今回、調査対象とした機関では、洪水ハザードマップの説明会の開催、自治会への防災に関する出前教

室の実施、自治会等の自主防災訓練への補助金の交付などにより、住民の防災意識を高める取組が実施さ

れており、次のような例がみられた。 
【説明】 

＜浸水想定区域の住民に対するワークショップ等を実施＞ 

◎ ハザードマップの説明会において、各自の避難行動シートを作成するワークショップを実施（伊勢市） 

  伊勢市は、想定最大規模の浸水想定区域図が示された宮川・勢田川の浸水想定区域内の自治会に対し、

地域の洪水リスクや避難のタイミングなどを説明するハザードマップの説明会の際に、参加者自身の的

確な避難方法を考えるワークショップを実施している（①）。 

同ワークショップでは、参加者が練習用紙（②）を使って、自宅や近隣の避難所の状況を踏まえて、

避難勧告等発令時にとるべき行動を検討し、「避難行動検討シート」 (③）を作成する。 

なお、「避難行動検討シート」はマグネットになっており、冷蔵庫や玄関ドアに貼り付けられる。 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

上のシールから自分に合った避難行動を選び、
右のマグネットシートに貼ることで避難行動シー
トをカスタマイズする。 

② 

③ 

① 
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◎ 住民のまちあるき、意見交換等により、地域のハザードマップを作成（豊橋市） 
  豊橋市は、東日本大震災をきっかけに、「自助」・「共助」のできる災害に強い地域づくりを推進するた

め、平成 25 年度から校区ごとに「防災コミュニティマップ」を作成する事業を実施している【平成 25

年度～29年度実績：11校区】 

同事業では、地域住民（児童・PTA、自治会）が、実際にまちあるきをしながら、自ら危険箇所等を現

地確認し、居住する地域の防災コミュニティマップを作成することで、災害時に住民が的確な避難行動

をとれる「自助」と、住民の交流による地域住民の「共助」が進むことが期待される。 

 

（例）賀茂地区防災コミュニティマップ 

   地元小学生と自治会が一緒にまちあるきをし、現地の写真や気付いた点、高齢者からの伝聞、過去

の災害情報等を盛り込んだ地域の防災マップを作成している。 
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＜住民の避難訓練を支援＞ 

◎ ハザードマップを活用した住民による地域地図作成と避難訓練の実施を支援（愛知県「みずから守る

がある地域の

「大雨行動訓

プログラム」） 

愛知県は、平成 23 年度から、住民が水害発生時に適切な行動をとれるよう、浸水区域

住民団体からの申込みに対し、「手づくりハザードマップ」の作成及び同マップを用いた

練」の実施を支援する「みずから守るプログラム」事業を実施している。 

同事業では、防災 NPOとの協働のもと、住民がまち歩きをしながら、水害を受けやすい箇所や避難の

際に危険な場所等を確認し、手作りのハザードマップを作成（①）。その後、同マップを活用しながら、

避難勧告等の発令基準などを学ぶ勉強会を行った後、実際に自宅から避難所までの避難訓練を行う

（②）。【平成 29年度実績】手づくりハザードマップ作成支援事業：11地区、大雨行動訓練実施支援事業：11地区 

 

（参考）「みずから守るプログラム～大雨が降ったら～」パンフレット（抜粋） 

① 手づくりハザードマップ作成支援事業 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
② 大雨行動訓練実施支援事業 
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事例名 住民に対する洪水等のリスクに関する情報提供 機関名 中部地方整備局、多治見市、岐阜県、

津市、愛知県、三重県、豊橋市、 
③河川の水位に関する情報提供 

一宮市、豊明市 

 
【制度の概要・取組ポイント】 

 今回、調査対象とした機関では、雨量や河川の状況について、住民が必要な情報を入手できるように取

り組んでおり、次のような例がみられた。 
【説明】

分かりやすい量水標の表示＞ 

◎ 橋梁等に危険水位等をペイント 

① 橋の橋梁に危険水位等が一目で分かるペイントを実施（中部地方整備局・多治見市） 

 
＜

 

   多治見市内の土岐川に架かる昭和橋について、平成 27

年 10 月に開催された庄内川・土岐川の共同点検の際、

参加した地元住民から、「多治見橋のように、危険水位

が一目で分かるような量水標を昭和橋にも設置してほ

しい。付近に住んでいる者として、避難する必要がある

かどうかの参考になる。」との意見があり、多治見市が

中部地方整備局庄内川河川事務所と協議・調整した結

果、昭和橋等の橋梁に危険水位等がペイントされた。  

土岐川（昭和橋） 
      

 

② 洪水危険レベル水位情報について、看板を設置し、注意喚起を実施している例（岐阜県） 
岐阜県では、県内各所

の河川において、危険度

を色分けした量水標やそ

の洪水危険レベル水位情

報の説明看板を設置し

て、周辺住民に注意喚起

する取組を実施してい

る。 

 

③ 水位計が設置されていない中小河川の橋脚、護岸の法面への水位表示（津市） 

津市は、水位計が設置されていない中小

河川について、自治会や消防団等から聞き

取り調査を行い、基準水位を設定。河川の

橋脚や護岸の法面に避難勧告等の発令基

準となる水位を色分けで表示し、地域住民

等が一目で水位が分かるように工夫して

いる。 
     

 

 津市記者レク資料（平成 27年 6月 2日）から抜粋した。

境川（岐阜市蔵前） 

（注）  
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＜河川の水位情報等の提供＞ 

 ◎ 河川カメラのライブ画像、水位情報等のインターネット上での公開（中部地方整備局、愛知県、岐阜県、三

重県、豊橋市、一宮市、豊明市、多治見市）  

   国土交通省及び各県は、管理する洪水予報河川等に水位計、雨量計、河川カメラを設置し、HP上

で公開しており、住民は各 HPから当該河川の状況を知ることができる。 

  また、今回調査した一部の市では、市内の河川に独自の水位計、雨量計、河川カメラを設置し、

市の HPで公開するなど、より住民に身近な河川の情報を提供している例もみられた（図表１）。 

 

 

 

    

   図表１ 水位計、雨量計、河川カメラのライブ画像等のインターネット上での公開状況 

  HP 概要 

国土交通省 川の防災情報 水位、雨量、河川カメラのライブ画像等を
（中部地方整備局） Uhttps://www.river.go.jp/kawabou/ipTopGaikyo.do 公開 

愛知県 川の防災情報 雨量、水位、河川カメラのライブ画像を公
愛知県 

Uhttp://www.kasen-owari.jp/ 開 

岐阜県 川の防災情報 水位、雨量、河川カメラのライブ画像等を
岐阜県 

Uhttp://www.kasen.pref.gifu.lg.jp/ 公開 

防災みえ 
三重県 雨量、水位を市町別に公開 

Uhttp://www.bosaimie.jp/ 

豊橋市河川ライブカメラ 計 19 台のカメラを市内に設置し、ライブ画
豊橋市 

Uhttp://www.kasen.city.toyohashi.lg.jp/ 像を公開 

河川等水位情報 
一宮市 市が設置した水位計等の情報を公開 

Uhttps://ichinomiya.keikai.jp/map3/9/1?gno=9&no=1 

豊明市河川水位情報 
豊明市 市が設置した水位計等の情報を公開 

Uhttp://www.city.toyoake.lg.jp/suii/ 

多治見市ライブカメラ 河川カメラのライブ画像及び雨量計、水位
多治見市 

Uhttp://rmt.city.tajimi.gifu.jp/remote/index.html 計の情報を公開 

（注）1 当局の調査結果による。 

2 上記は河川カメラ、水位計、雨量計等を自ら設置して、HP で公開している機関である。 

  

 

＜河川カメラを設置し、ライブ画像を公開している市＞ 

◎ 豊橋市 

  豊橋市は、市内の河川、排水路に設置したカメラの映像をインターネットで公開している。                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地図上のカメラのアイコンを
クリックすると、その場所の
ライブカメラの画像を見るこ
とができる。 

 

https://www.river.go.jp/kawabou/ipTopGaikyo.do
http://www.kasen-owari.jp/
http://www.kasen.pref.gifu.lg.jp/
http://www.bosaimie.jp/
https://ichinomiya.keikai.jp/map3/9/1?gno=9&no=1
http://www.city.toyoake.lg.jp/suii/
http://rmt.city.tajimi.gifu.jp/remote/index.html
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◎ 多治見市 

  多治見市は、市内の河川、排水機場等に設置したライブカメラの画像をインターネットで公開して

いる。 

  

地図上のふきだしをクリックする
と、その場所のライブカメラの画像
を見ることができる。 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

＜水位計、雨量計を設置し、河川の水位状況を公開している市＞ 

◎ 一宮市    

  一宮市は、市内各所に水位計、雨量計を設置し、水位等の状況をインターネットで公開している。 

                 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地図上の○、△、□をクリックす
ると、その場所の水位等をリアル
タイムで知ることができる。 
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◎ 豊明市 

  豊明市は、市内を流れる境川（洪水予報河川）について、同河川を管理する愛知県の水位観測所が

市内に無いため、独自に水位計を設置している。また、市内の中小河川についても、水位計を設置し

1時間ごとの水位をインターネット上で公開している。 

、

 

地図上の河川名等をクリックする
と、その場所の１時間ごとの水位
を知ることができる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



- 66 - 

 

 
事例名 災害発生に備えた災害応急対策の整備状況 機関名 岐阜市、豊橋市、岐阜県、

①災害対策本部の設置･運営等 鈴鹿市、多治見市、愛知県 

 
【制度の概要・取組ポイント】 

災害時には防災課等担当職員だけでなく、各課から職員を動員して災害対応に当たることになり、慣れ

ない現場での業務に職員が混乱することがあるため、災害対応に当たる職員は普段から非常時に備えてお

く必要がある。 
今回調査した機関では、自治体ごとに災害対応訓練や災害対応マニュアルの作成等を工夫しており、主

なものは次のとおりである。 
【説明】 

 ＜災害対応に関する訓練の実施＞ 

  ◎ 災害対策本部要員による本部設営訓練・集合研修（岐阜市） 

   岐阜市では、年度当初に災害対策本部要員等を集めて、災害対策本部の設営訓練及び災害対応に係

る基礎的な研修を実施している。災害対応を担当する職員が、非常時の体制や必要な業務を実際に確

認することで、非常時に慣れない業務で現場が混乱しないように取り組んでいる。 

        
    （災害対策本部の設営訓練風景）      （災害対策本部の運営訓練風景）     

 

◎ 市民からの通報等を想定した事案対応訓練を含む本部設置運営訓練（豊橋市） 

豊橋市では、災害対策本部事務局要員に対して、年 2回、災害対策本部の設置運営訓練を実施して

おり、特に出水期前の訓練では、風水害を想定し、災害時に使用するシステムの操作や市民からの通

報を想定した事案の受付・対応訓練を行い、非常時に混乱しないよう備えている。 

 

◎ 要配慮者利用施設への情報伝達訓練（岐阜県） 

岐阜県では、毎年 6月に県内市町村、関係行政機関等とともに、「豪雨災害対応防災訓練」として、

情報伝達訓練や県の被害情報集約システム操作に係る訓練等を実施しており、その際に重点課題訓練

として、特定の課題を想定した訓練も実施している。 

平成 29年度及び 30年度の重点課題訓練では、平成 27年 9月関東・東北豪雨及び平成 28年台風第

10号による水害において、要配慮者利用施設への情報伝達が不十分であったことが入所者の死亡等に

結びついたことを踏まえ、市町村から要配慮者利用施設への「避難準備・高齢者等避難開始」等の情

報伝達訓練を実施した。 
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 ＜市民等への対応体制の整備＞ 

◎ コールセンターの設置（鈴鹿市） 

鈴鹿市は、災害時にコールセンターを設置し、市民から寄せられる災害情報の収集と照会への対応

を一元化している。コールセンターで受け付けた内容は、必要に応じて、情報収集カードを作成し、

対応する班に作業を振り分けるなどして、災害対応現場が混乱しないように対策を講じている。 

また、市民からの簡単な照会などには、コールセンターで回答しており、よくある質問とその回答

例を記載した「コールセンター想定問答集」を作成し、担当する職員に配布することで、災害対応に

不慣れな職員でも的確に回答できるように工夫している。 

【参考】平成 29年台風第 21号(10 月 22 日)におけるコールセンター等での照会対応件数：136件(注) 

   （注）上記件数は、情報収集カードに記録された照会件数であり、これ以外に即時回答したものもある。 

 ◎ 市民対応等に市独自のシステムを活用（豊橋市） 

豊橋市では、災害情報の収集・整理、災害対策本部内において情報共有を図り、迅速・的確な意思

決定を支援し、効率的・組織的な災害対応業務を進める目的で平成 29 年 2 月から、独自に「災害情

報共有システム」の整備を進めている。 

また、同システムを活用することで、災害時に市民等から受け付けた情報をシステムで共有し、対

応状況を管理することで、迅速かつ確実な対応に繋げている。 

 

 

 

    

    図表 1 市民等からの通報に対する対応の流れ 

     

市民等 → 災害専用電話班 
システム入力 

（措置票作成） 
 

（通報） 
 ↓   

  個別対策指示班 → 
各班 

（土木班、福祉班等） 

  
（事案受付） 対応依頼 

！アラート機能！ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注） 豊橋市の資料に基づき、当局が作成した。 

対応を依頼された班の PC の
アラームが鳴り、指示内容が
表示される。 

各班で対応した内容を入力 
対応状況はシステムにより災害対
策本部全体で共有される。 
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◎ マスコミへの定期レクをルール化（岐阜市） 

岐阜市では、市の報道担当から、報道機関に対し、定期的に災害に関する資料を提供することにし

その際に次回の記者発表時間等を知らせることで、情報不足によるマスコミからの個別照会を減ら

し、理解を得ることで混乱を避ける工夫をしている。 

     

＜クイックマニュアル等の整備・携帯＞ 

◎ 災害時クイックマニュアルの庁内周知、常時携帯の推奨（岐阜市） 

岐阜市は、災害時の体制や参集、任務などが記載された「災害時クイックマニュアル」を作成し、

全職員が閲覧できる庁内イントラネット上の掲示板にアップしている。 

また、同マニュアルは、カードサイズに折りたためるようになっており、市職員はこれを常時携帯

するよう推奨されている。   

、

 

 

 

図表 2 岐阜市のクイックマニュアル等 

    

◎ 初動活動表、課内連絡網を記載したカードを携帯  （多治見市）  

多治見市では、参集基準や初動活動の担当者、課内の連絡網を記載したカードを各課で作成し、職

員が携帯することとしている。 
 

図表 3 多治見市携帯カード（表面） 

裏面は課内連絡網となっている。 
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＜市町村防災支援システムの運用＞ 

◎ 気象分析等による住民避難のタイミングの通知、災害情報の一括配信等ができるシステムを整備し、市町

村の災害対応業務を支援（愛知県） 

愛知県は、総務省のモデル事業として実証実験を行った市町村防災支援システムを既存の愛知県

防災システムと接続・連携させる形で、全国に先駆け、平成 30年 6月から県内 17市町村で運用を

開始した。 

同システムでは、判断するのが難しい避難勧告等を発令するタイミングについて、気象情報等を

分析し、避難情報を発令する地域や時間帯を予測することにより、市町村の効率的な避難判断を支

援する。 

また、通常、市町村では、災害情報を発信する際には、それぞれのツールに情報を入力する必要

があり、情報がうまく伝達されなかった例も報道されているが、同システムでは、一度の操作で複

数のツールに避難情報等を一括配信できる機能があるなど、市町村の災害対応業務を支援する様々

な機能を有している。 

 

図表 4 市町村防災支援システム概要 

 

   
 

(注) 愛知県の資料から抜粋した。 
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事例名 市町村区域を越えた避難（越境避難） 自治体名 大垣市、多治見市 

 
【制度の概要・取組ポイント】 

 「指定緊急避難場所の指定に関する手引き」（平成 29年 3月内閣府）では、市町村の区域を超えた指定

緊急避難場所の指定について、次のとおり考え方を示している。 

 
 市町村長が指定緊急避難場所の指定を行うに当たっては、当該市町村内の施設又は場所

を指定することが一般的である一方、地域の大部分が浸水想定区域となっている等の事情

により、当該市町村内に十分な避難場所を確保できない場合や、U居住者等が近隣の市町村

へ避難する方が妥当と判断される場合には、近隣市町村・施設管理者との協議の下、指定緊

急避難場所を近隣の市町村に指定することも差し支えない U。 
 
 今回、調査対象とした大垣市及び多治見市では、上記の考え方に基づき、隣接する市町の避難施設を指

定している。 
【説明】 

１ 大垣市の取組 

(1) 西濃地域における越境避難に関する協定 

   大垣市では、隣接市町との市町境界付近で揖斐川（1 級河川、国土交通大臣指定洪水予報河川）を

跨ぐ形で存在する集落地域があり、当該住民等から、揖斐川が氾濫し、又は氾濫するおそれがある場

合に、従来の避難場所への避難方法等では危険ではないかといった声が寄せられていたことを契機と

して、隣接市町に対し越境避難の取組について提案し、岐阜県の協力を得て、2 市 5 町による「西濃

地域における越境避難に関する協定」（平成 27年 2月 10日）を締結した。（図表１参照） 

   
  図表１ 「西濃地域における越境避難に関する協定」の主な内容 

  参加市町村： 大垣市、海津市、養老町、神戸町、輪之内町、安八町及び大野町 
  目的： 災害時等に越境避難地域の住民が、市町の境界を越えて円滑に一時避難できるよう必要

な事項を定める。 
  対象地域： 

越境避難地域 避難施設 
大垣市平町地内（揖斐川以東） 安八町立名森小学校（安八郡安八町大明神 40番地） 

養老郡養老町大巻字東川並及び字北川並 海津市立今尾小学校（海津市平田町今尾 4434 番地） 

安八郡神戸町西座倉 大野町立南小学校（揖斐郡大野町大字加納 468番地） 

安八郡輪之内町福束川西 大垣市立江東小学校（大垣市内原三丁目 135番地） 

安八郡輪之内塩喰川西 養老町立笠鄕小学校（養老郡養老町船附 1150 番地） 

  協力の内容： 
① 避難先市町の長は、（避難元市町の長の）要請を受けたときは、避難施設を当該要請に係る

越境避難地域の住民が使用することを認める 
  ② 避難元市町及び避難先市町は、平素から必要に応じて情報の交換を行う 

 （注）「西濃地域における越境避難に関する協定書」から抜粋した。 
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(2) 協定実施細目 

  上記協定に基づき、大垣市は、次の事項を盛り込んだ協定実施細目を安八町及び輪之内町とそれぞ

れ締結した。 
  ① 平町（揖斐川以東）地域住民が安八町の名森小学校に避難すること 

  ② 輪之内町の福束（川西）地域住民の市立江東小学校への避難を受け入れること 

  ③ 避難住民に食料、毛布その他の物資の配給を行うこと 

  ④ 連絡担当部署名、担当責任者の職及び氏名、電話番号その他連絡に必要な情報をあらかじめ交

換すること 

(3) 関係住民への周知等 

大垣市では、関係地域住民に対し説明会を実施し、市内の避難場所への避難が危険な場合は越境避

難ができる旨周知するとともに（図表２参照）、関係市町間で、毎年度、緊急時の連絡体制について連

絡を行う等情報交換を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 
    図表２ 越境避難の対象地域の例 

（注）大垣市提供資料から抜粋した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
２ 多治見市の取組 

多治見市では、市北部を流れる姫川（1 級河川、県管理）の周辺住民との懇談会において、姫川が氾

濫した場合に避難する適当な避難施設がないとの声が寄せられたことから、隣接する可児市への避難

（図表３参照）が可能となるよう可児市に相談したことを契機として、両市が隣接する他の地域も含め

災害が発生し、又は発生するおそれが生じた場合に、状況に応じて、市境界を越えて避難することが可

能となるよう、「多治見市と可児市における越境避難に関する協定」（平成 29年 7月 18日）を締結し、

町内会長会議等を通じて関係住民に周知した。（図表４・５参照） 

、
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 図表３ 姫川が氾濫した場合の越境避難 

 （注）当局の調査結果による。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  図表４ 

 目的： 

「多治見市と可児市における越境避難に関する協定」の主な内容 

災害時等に越境避難地域の住民が、両市の境界を越えて円滑に避難できるよう必要な事項

を定める。 
  対象地域： 

越境避難地域 避難施設 
多治見市 姫町地内、大藪町地 姫治公民館（可児市下切 1530番地、第一次避難所） 

内、大針町地内、北小木町地 旭小学校（可児市大森 2078番地 3、第二次避難所） 

内、松阪町地内 
多治見市 希望ヶ丘地内、小名 桜ヶ丘公民館（可児市皐ヶ丘六丁目 1番地 1、第一次避難所） 

田町地内 桜ヶ丘小学校（可児市桜ヶ丘五丁目 55番地 2、第二次避難所） 

東可児中学校（可児市皐ヶ丘四丁目 71番地、第二次避難所） 

可児市 松伏地内、今地内 南姫小学校（多治見市大藪町 1237番地 1） 

可児市 大森地内 根本小学校（多治見市高根町４丁目 6番地 5） 

可児市 桜ヶ丘地内 北陵中学校（多治見市旭ヶ丘 10丁目 6番地） 

可児市 久々利柿下入会地内 たじみ陶生苑（多治見市小名田町小滝 5番地 411） 

※風水害時のみ 

協力の内容： 
① 避難先市の長は、（避難元市の長の）要請を受けたときは、避難施設を当該要請に係る越境避

難地域の住民が使用することを認める 
  ② 両市は、平素から必要に応じて情報の交換を行う 

（注）「多治見市と可児市における越境避難に関する協定書」から抜粋した。 
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    図表５ 越境避難地域と避難施設 

  （注）多治見市ホームページから抜粋した。

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   

 




